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平成３０年度第２回岐阜県消費生活安定審議会 議事録 

   （岐阜県消費者教育推進地域協議会） 

 

 

 

 

 

○出席委員名 

大藪 千穂  （岐阜大学教育学部教授） 

柏田 健次郎 （中日新聞岐阜支社報道部長） 

澤野 都   （岐阜新聞社生活文化部長） 

御子柴 慎  （岐阜県弁護士会） 

三輪 聖子  （岐阜女子大学家政学部教授） 

足立 和彦  （全国農業協同組合連合会岐阜県本部生活部長） 

市村 敦史  （岐阜商工会議所理事兼事務局次長兼中小企業相談所長兼支援部長） 

古澤 順司  （岐阜県卸売市場連合会会長） 

馬渕 ひとみ （岐阜県商工会女性部連合会副会長） 

村上 寛誉  （岐阜県金融広報委員会幹事） 

河原 洋之   (全岐阜県生活協同組合連合会事務局長) 

野村 昭子  （岐阜県生活学校連絡協議会副会長） 

花井 泰子  （消費者ネットワーク岐阜副代表） 

森 智子   （公募委員） 

 

                                計 １４ 名 

 

○議題 

（１）平成３０年度上半期消費生活相談状況報告 

（２）岐阜県消費者施策実施状況報告（平成３０年度実施状況及び平成３１年度の重点施策） 

 

○会議録（概要） 

事務局 

 

会長 

（開会あいさつ） 

 

議事録署名人に澤野委員、花井委員を指名。 

事務局 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

委員 

議題（１）平成３０年度上半期消費生活相談状況報告 

（資料に基づき説明） 

 

 

相談状況全体の特徴として、市町村への相談が増えてきたということと、依然とし

て架空請求に関する相談が多いということ、ただし、ハガキによる架空請求に関す

る相談は、現在では減っているということですね。 

訪問販売のところで、新聞契約を含む書籍・印刷物に関する相談が多く挙がってい

ましたが、業界の方として聞いていらっしゃることはありますか。 

 

聞いていないです。逆に、新聞の勧誘等についてどのような相談事例があるのか教

日時：平成３１年２月２１日（木） 

１３：３０～１５：３０ 

場所：ＯＫＢふれあい会館４０９特別会議室 
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事務局 

 

 

 

会長 

 

 

 

事務局 

 

 

会長 

 

事務局 

 

 

委員 

 

 

会長 

 

 

委員 

 

 

 

事務局 

 

 

会長 

 

事務局 

 

 

委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

委員 

えてください。 

 

夜間でも自宅に勧誘に来る等、強引な勧誘の事例を把握しています。 

 

 

 

若年層については、マルチ取引に関する相談割合が高いということでした。マルチ

取引全体では、化粧品に関するものが多いということですが、若年層も化粧品が多

いのですか。 

 

化粧品や投資に関するものが多いです。 

 

 

マルチはよく大学で広がるといいますが、大学生の事例は聞いていますか。 

 

きっかけは、大学の知人や高校の時の同級生であったり、ＳＮＳで知り合った知人、

会社の先輩からというパターンが多いです。 

 

一時期、下着の関係のマルチがはやったことがありましたが、化粧品に関してはあ

まり最近聞いていないですね。 

 

化粧品というのは、健康食品ではなく、クリーム等の化粧品ということですか。マ

ルチの化粧品というのはあまりイメージが湧きませんが。 

 

キャッチセールスでエステのお試しに誘われて行き、化粧品とエステをセットで契

約して、慌ててクーリング・オフをしたという学生がいましたが、そういったこと

ですか。 

 

健康食品もありますが、いわゆる化粧品です。 

 

 

健康食品はよく聞きますよね。エステ関係はどうですか。 

 

エステは、上半期の事例を見ると、マルチ取引ではあまり出てこないです。特徴と

して、情報商材が多いです。 

 

相談事例を見ますと、詐欺的なものが多いという印象を受けますが、この中に詐欺

ではなく、まともな商売だけれども、トラブルが発生したようなケースも入ってい

るのですか。 

 

詐欺的な事例もありますが、事業者として問題なく事業をやっていたとしても何ら

かの形で相談をいただくと、１件の相談ということになりますので、全ての事例で

事業者に問題があるわけではないです。 

 

詐欺的なものとそうではないものの割合は分かりますか。 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

委員 

 

 

会長 

 

事務局 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

委員 

 

 

会長 

 

 

 

事務局 

 

県民生活相談センターでは、事業者が法的にどうだったかというところまで判断は

できないのですが、例えば、情報商材等は謳い文句を見ていると、非常に詐欺的な

印象を受けますので、問題が多いと思います。また、インターネット通信販売の定

期購入のトラブルが多いということをここのところ報告していますが、法改正がな

され、消費者により分かりやすい表示に改善する等の事業者側の対応もありますの

で、一概に何割かというのは、お答えすることは難しいです。 

 

６５歳以上の相談について、平均契約購入金額が約１２４万円となっています。具

体的にどういうものを買ったらこの金額になるのでしょうか。 

 

これは相談をいただいた事例の平均契約金額ですので、少額なものから高額なもの

まであります。例えば、家を新築したという相談であれば、契約金額は何千万円と

いうことになります。これは、単純にその平均ですので、商品・サービスを特定す

ることは難しいです。 

 

あまりの金額の高さに、何を購入したらこんな金額になるのかと疑問に思いまし

た。 

 

そうですね。１億円以上というのも気になります。これは家でしょうか。 

 

契約金額が５００万円以上の相談については、全体として１０９件ありました。一

番件数として多かったのは、ファンド型投資商品で２３件です。他に、融資サービ

ス・借金問題が２１件、屋根工事等、工事・建築・加工の関係が２０件、土地・ア

パートの関係が上位となっています。このような相談が多く入ると契約金額が高額

なので、平均契約購入金額が高くなります。 

 

資料４ページの表６「契約当事者年代別相談件数」について、２０代の相談件数は

減っていますが、２０歳未満は増えています。資料６ページで、２９歳以下の若年

層という表現をしていますが、これはプラスとマイナスが相殺されている関係にな

っていると思います。２０歳未満のところで増えているというのは、特徴的な部分

はありますか。 

 

２０歳未満の相談については、１４件増えております。強い傾向までは読み取れな

いですが、ゲームの関係やインターネットの定期購入で健康食品や美容関係の商品

を申し込んだというケースが多いです。 

 

成人年齢引き下げの関係があるので、そこの部分だけ特化して見ておくと、２０２

２年から動きがどう変わるのかというのが見えてくるのではないかと思います。 

 

今のことはすごく重要だと思います。特に最近、中学生、高校生あるいは小学生の

クレジットの課金の問題があるので、データが欲しいと思います。例えば、小学生

や中学生等の分類はできますか。 

 

はい。年齢からある程度は分類できます。 
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会長 

 

事務局 

 

 

森委員 

 

 

 

事務局 

 

 

野村委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

事務局 

 

 

会長 

 

 

委員 

 

会長 

 

 

委員 

 

 

２９歳以下を若年層としていますが、何か決まりがあるのですか。 

 

特段決まりはないです。 

 

 

今の２０歳未満の続きでお聞きします。契約当事者が２０歳未満というところで、

相談の連絡は、２０歳未満の子が自分でしてきたのか、家族が相談してきたのかと

いうことは分かりますか。 

 

未成年の方に関しては、親御さんから相談をいただくケースが多いです。 

 

 

多くの相談がありますが、相談した結果、どれくらい解決して、相談者本人は納得

しているのでしょうか。どれくらいの相談者が満足して、どのような解決に導いて

いったのか疑問に思いました。 

 

県と市町村で６，８５２件相談をいただいたうち、約８割、５，５００件程度は助

言として解決方法をお伝えするという形で手助けさせていただいています。また、

あっせんということで、消費生活相談窓口が消費者と事業者の間に立って交渉のお

手伝いをするというものが３５０件程度、約６パーセントございます。これは消費

生活相談窓口が直接間に入って解決に至っている数字だと考えられます。助言につ

いては、このように交渉してみてはどうですかということをお伝えして、ひとまず

対応は終了していますので、その結果を報告いただける場合もありますが、報告が

ない場合もあります。そのため、相談後、どうなったかというところは、現状、全

てを追跡できているわけではありません。 

 

例えば、よく最近ネットで、参考になった、なっていない等をクリックして返すと

いうのがありますよね。せっかく相談を受けているので、満足した、満足しなかっ

たという感想は結果として分からないと、解決したのか、していないのかが分から

ないと思うのですが、そういった仕組みはできないものですか。 

 

結果を報告いただける方もいるのですが、全ての方に報告を求めたり、追跡でまた

相談者に確認することは難しいと思われます。 

 

いつもこれだけ相談がありましたという報告ですが、やりっぱなしというのは、も

ったいないなと思いますが、弁護士会として御子柴委員はどうですか。 

 

それはちょっと難しいと思います。弁護士会でもやっていません。 

 

分かりました。相談者の満足度が分かると相談のやり方も変えていけると思いま

す。 

 

相談員をやっているので、お話をさせていただきます。相談のデータを入力する際

に、名前や住所等を入れる欄があるので、相談者にお聞きすると、おっしゃられな

い方やどうしてそんなことを聞くのかとおっしゃる方も多いので、まずは話を聞い
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会長 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

会長 

 

 

委員 

 

 

委員 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

て信頼関係をもってから、名前等をお聞きするようにしています。ですので、なか

なか満足度ということまでは難しいかと思います。しかし、例えば、高齢者のクー

リング・オフ等の事例ですと、お金が返ってきたかどうかを相談員の方々は相談者

に確認していると思いますので、助言したから終わりとデータ上はなっています

が、実際は、解決をしていて、満足をされている方はたくさんいらっしゃるのでは

ないかと思います。満足度等に関しては書く欄がないので、データとしてはないで

すが、満足している、満足しないまでもよい勉強になったと納得する声もたくさん

いただいているので、消費者を育てることに役立っているのではないかと考えま

す。 

 

以前、生活学校でアンケート取った時に、満足されている方が多かったのですが、

思ったような解決ではなかったという方も結構いらっしゃったので、もっとフィー

ドバックできるとよいのではないかと思った次第です。 

 

相談分類の関係です。資料３ページで商品・サービス別相談件数について、商品一

般が突出して多くなっています、しかし、商品一般というと一般の消費者からする

と例えば、八百屋さんで果物買うといったことを念頭に置かれるのではないかと思

います。しかし、この商品一般に占めるものは、大部分は架空請求ハガキですよね。

その下の販売購入形態別相談件数のところを見ても、相談件数を上のものと一緒の

ものを引っ張ってきているので、そもそも販売購入の契約すらしたことのないよう

な架空請求ハガキもどこかに、おそらく通信販売か何かに分類されているのだと思

います。そうすると、一般の消費者からこれを見たときに、実態との乖離があるの

ではないでしょうか。経年的に今までの分類を踏襲して整理しているものですから

仕方ないとは思いますが、もう少し架空請求ハガキの件数だけが分かる注意書き等

をこの表の中で工夫をしていただいた方がよいと思いました。 

 

相談分類については、国民生活センターの分類に則っていますので、データを抽出

するときにできることとできないことがありますが、できるだけ分かりやすくお示

しできるようにしていきたいと思います。 

 

今、御子柴委員の言われた通り、県の相談件数を紹介する時は、具体的なことが分

かるようにするとよいと思います。 

 

架空請求は不明・無関係に入っていると思います。相談員の皆さんはだいたいそう

していると思います。 

 

そうですか。だから不明・無関係が多いのですね。 

 

前回、この場で架空請求が増えたということを聞いて、新聞で取り扱わせていただ

きましたが、その成果はどうでしたか。 

 

新聞報道は非常に反響があると感じています。岐阜新聞でくらし１１０番という記

事を掲載していただいていますが、それを見てご相談いただいたということもよく

あります。新聞記事を見たことがきっかけとなった相談件数をデータとして持ち合

わせておりませんが、新聞というメディアで注意喚起をしていくということは大変



6 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

委員 

 

委員 

 

 

 

会長 

有用なことだと思います。 

 

県民生活課では、併せて防犯もやっておりますので、県警が発表した平成３０年の

データをご紹介します。岐阜県警では特殊詐欺のことをニセ電話詐欺と呼んでおり

ますが、平成２９年では刑法犯の認知件数として、ニセ電話詐欺は２２９件挙がっ

ていたのですが、実は平成３０年度のデータでは半減して、１１４件になりました。

プレスに出していただくなかで、県民の皆さんが引っかからないようになってきて

いるのではないかということと、相談の件数も千何百件と挙がっていますが、おそ

らくほとんどの相談内容は無視してくださいというのが、相談員の方のお答えかと

思いますし、事前に連絡される方がほとんどだと聞いておりますので、そういう効

果がこういう形で刑法犯の認知件数にも反映されていると思っています。 

 

追加で申し上げますと、相談件数は２９年度末の３月では４００件ほどありました

が、３０年の１１月は１５０件弱という状況で、減少してきています。相談内容に

つきましても、中にはパニックになって相談される方もいらっしゃいますが、最近

は「こんなハガキが来たけれど無視すればいいんですよね」という対応方法を確認

されるご相談であったり、「こんなハガキが来たので情報提供までに」という情報

提供・連絡にご協力いただけるような内容に変わってきていますので、報道いただ

いた効果は大きいと思っております。 

 

新聞社に、直接こういう被害に遭ったというような話がいくことはありますか。 

 

そういうことはないですね。 

 

新聞社にということではないですが、身近な人の話を聞いていると電話料金の話を

本当によく聞きます。あと、電話を安くするから工事させてくれというのが身の回

りに多いです。 

 

メディアの影響力は大きいということで、引き続きよろしくお願いします。 

 

 

 

事務局 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）岐阜県消費者施策実施状況報告（平成３０年度実施状況及び平成３１年度の

重点施策） 

（資料に基づき説明） 

 

資料１０ページの高齢者の商品・サービス別相談件数でファンド型投資商品という

のが出ていますが、私はこういったトラブルはこれからもっと増えてくると思いま

す。欧米ではハイスクールあたりで金融商品、投資等を学校の教育の中でやってい

ますが、日本は欧米に比べると、非常に遅れていますね。お年寄りは証券会社の勧

めるものは悪いと、でも銀行の勧めるものは買ってしまう。売る側はよいところだ

けを話して、リスクの部分をあまり説明しないことがあるので、中学校くらいにな

ったら教育の一環として投資の教育をもっとしていくべきだと思います。そういう

教育がされていないので、５０、６０歳になって退職金をもらって、今まで勉強し

ていないけど、とりあえず何か投資してみようということでトラブルが起きるのだ
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委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

事務局 

 

 

と思います。 

 

今おっしゃられたように、私も金融教育の充実は大事だと思っています。日本の小

中学生、高校生、大学生は、例えば、社会に出てひとり暮らしをはじめて、家賃を

どうやって払っていくのか、あるいは次の給料までお金が足らないときどうするの

かというような非常に具体的なことを教えてもらう機会がなく、そのまま社会に入

っていってしまうというのが現状なのだろうと思います。こちらの副読本はよいも

のを作っていらっしゃると思いますが、一部の学校には特別ということで、授業を

するということですが、基本的に配布して終わりなのですよね。全体で１億１千万

円くらいの予算が付くなかで、例えば、テーマを絞って、岐阜県はこの予算の大半

を金融教育の部分に向けて、その代わり金融関係の被害が３年前と比べて減ったと

いうような、数字で目に見えてわかる取組をされるとよいと思います。いろいろな

ことをあまねくやってなんとなく成果が出ているというよりは、全体ではないが一

部については大きな成果が出たといえるように持っていった方が、やりがいがある

のではないでしょうか。その中で金融教育というのは全国的に取組がなく、成果が

出しやすいと思います。例えば、銀行に依頼をして、１回授業に行ったら５万円支

払う、そうしたら我々はそれをビジネスにしたうえで一生懸命やります。これを地

域貢献だといって無料でやることにすると多少はやるかもしれませんが、あまねく

広がるということにはならないと思うので、そこはお互いギブアンドテイクの関係

でやればよいと思います。金融に限らず、力点をどこかに絞ってやって、具体的な

成果をみんなで共有し、次はこんなことをやるかと、岐阜県全体のレベル感を上げ

ていくのも一つのやり方ではないかと思います。 

 

委員の先生から金融・金銭教育という言葉がありましたので、１点補足をさせてい

ただきます。先ほどお配りした知るぽると岐阜というリーフレットをご覧くださ

い。こちらは岐阜県金融広報委員会という日本銀行や東海財務局、県とが連携して

行っている金融・金銭教育に特化した委員会になっております。こちらの事務局は

私がやっておりますし、事務局長は当課の消費生活対策監となっております。消費

者教育は幅広い分野ですが、より絞っていくと金融・金銭教育になって、さらに絞

っていくと投資教育という形になっていきます。金融広報委員会ではこの金融・金

銭教育に特化した形で、様々な講演会を開催したり、出前講座を行ったりしていま

す。今年度は、金融・経済講演会ということで講師に杉村太蔵氏をお呼びし、高齢

者を中心とした投資教育の講演会を開催しまして、約４００人の方々にご参加いた

だきました。加えて、金融広報アドバイザーを各学校に派遣して、金融・金銭教育

に取り組んでおります。具体的には、今年度、岐阜高校に金融広報アドバイザーを

派遣し、９クラスで金融・金銭教育の授業を行いました。また、小学校を金銭教育

研究校に指定して研究を行ってもらっています。県としては約１億１千万円の予算

でやっておりますが、こちらはまた別の予算で金融・金銭教育に特化した取り組み

を行っておりますので、ご紹介をさせていただきました。 

 

あまり知られていないですよね。 

 

はい。こちらも今、ＰＲをしております。 
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会長 

 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育だけではなく、事業者のところにもアドバイザーが行きますので、依頼し

ていただけるとありがたいと思います。 

 

こちらの事業ですが、無料で大学の先生や、司法書士、税理士、社労士、ファイナ

ンシャルプランナーをアドバイザーとして派遣しておりまして、金銭教育、年金関

係の教育や終活等、様々な出前講座を行っておりますので、ぜひご活用いただけれ

ばと思います。 

 

ぜひよろしくお願いします。金融教育は、今の子たちは結構やりつつありますが、

おそらくそれを受けていない高齢の人が引っかかっているということがあると思

います。 

 

先ほど学校に金融教育をというご意見があったので、少し紹介をさせていただきま

す。私、消費者ネットワーク岐阜の副代表として参加させていただいていますが、

消費者ネットワーク岐阜は、ここ３年間、岐阜市のライフアンドマネー事業で岐阜

市内全ての中学校に授業に行くということを岐阜市の相談員と一緒にやっており

ます。一つの中学校の一つの学年に一斉に授業を行っていまして、岐阜市内の中学

校２２校のうち、１９校終了しました。そのノウハウが多くのメンバーの中にでき

てきているので、ぜひ活用していただいて、モデル校やそれ以外の学校でもライフ

マネーという生き方の部分とお金の使い方、稼ぎ方と将来使っていくものがどのよ

うに連動していくのかを中学期から考えていくのがよいのではないかと思います。

ノウハウもありますので、ぜひ今回弁護士との連携ということもありましたが、

我々も一緒にやっていけたらうれしいなと思って発言させていただきました。 

 

二つあります。一つは資料５ページの消費生活実態調査の関係です。先ほどの説明

で資料４ページの次期指針を作るために実態調査をやるということで、これはよい

ことだと思いますが、ただ、指針の３つの柱と６つの方針というのと調査項目がど

のように連動しているのかあまりよく分かりません。この調査項目でこの実態が分

かるというような仕分方ができるとよいと思います。調査項目（１）～（５）を見

ると、一般的な設問というイメージがあって、あまり指針を意識してという形では

ないので、もう少し特徴づけた方がよいかと思います。それから、標本数が３，０

００人というのはあまりにも少ないのではないかと思います。１８歳から高齢者ま

での全世代、障がい者等も含めて対象ですよね。それで標本数が３，０００人とい

うのは、実態を浮き上がらせるには、少なすぎるのではないかというのが率直な感

想です。 

二つ目は消費者教育の教材の関係が資料７ページに出ているのですが、一番の問題

はスマホだと思います。スマホは全ての消費者トラブルの原因に結びついているで

はないかと、スマホがきちんと使われているということが前提にないと消費者被害

は今後も続出するのではないかと思います。スマホという一つのツールをもっと理

解するような教材にして、スマホで１単元を作るようにしておかないといけないと

思います。小学生にスマホを持たせて学校に行かせたらどうかというような話が出

ている世の中ですから、スマホの正確な使い方やこういうことは絶対にやってはだ

めだということを教える項目があるという状態にしておかなければならないので

はないかと思います。 
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事務局 

 

 

 

委員 

まず一つ目、実態調査で調査項目と指針が連動していないということですが、別物

と考えております。国は新しい交付金を使って障がい者向け、外国人向けの消費者

教育や窓口の整備を推進するように言っておりますので、対象先として障がい者施

設や外国人支援団体を調査することで、県内でそういった団体がどういう問題意識

を持っているかというところを洗い出したいということでこういった対象を挙げ

ております。県ではライフステージに応じた様々な消費者教育の取組を行っており

ますが、本当に皆さん受けたという実感があるか、どういった教育が受けたいのか

といったことをフィードバックするような形で調査項目を考えています。ただ、今

ご指摘があった通り次期指針をつくる方向性を見据えたうえで、調査項目の見直し

をしていきたいと考えております。 

調査対象が３，０００人は少ないのではということでございましたが、県の広報課

が県民の意識調査を毎年行っており、こちらも３，０００人を対象としております。

この３，０００人の根拠としましては、県の人口を２００万人としまして、そこか

ら拾い出すのに３，０００のサンプルがちょうどよいということで、この数字にな

っております。 

また、消費者教育の教材についてご意見いただきましたが、スマホがトラブルの原

因になるということで、スマホに特化したページを作るというご意見をいただきま

した。そういった意見を踏まえて、暮らしの安全ガイドブック小学生版や新たに作

成する中学生版、おっと落とし穴は毎年内容を見直しておりますので、その中で反

映させていこうと考えております。 

 

指針との連携というのは結構大事だと思います。いわゆる当たり前の質問でないよ

うにするのが大事かなと思いますし、調査項目のところで先ほどの話、トラブル・

被害状況について、実際に遭ったことありますか、解決しましたか、対応について

満足しましたかというのをここで聞けるかと思います。それから、消費者教育が何

かを知らない人も多いのに、消費者教育を受けたことはありますかと聞いても、な

いですと皆さん答えるので、そこの聞き方は非常に大事だと思いました。スマホの

話が出てきていましたが、特化してもいいというのはその通りだと思います。家庭

科の副教材で大半は結構網羅されていますが、学校の教材は４年前から作りだして

いて出たときには時代が遅れているので、ぜひ岐阜県が作るのはその年々にアップ

デートした内容が載せられる強みで、網羅するよりは一つに特化してやるというの

も一つの方法かなと思います。 

 

いろいろな教材、副読本を作っていただいていて、大変素晴らしいと思いますが、

法律の改正があるわけですね。それについて、例えば、おっと落とし穴だと県のホ

ームページからダウンロードできますが、その際に改正になった法律の部分につい

ては、どのような手当てをされているのか。おっと落とし穴ですと、今配布されて

いるのが、２８年度の委員会で作成したということですよね、この場合だいぶ法律

の改正があったと思いますが、どうでしょう。 

 

実は、おっと落とし穴の最新版の手持ちがなくなったものですから、古いものを配

布しておりまして申し訳ありませんでした。今まさに最新版を作っておりまして、

来月新しいものが完成します。 

 

分かりました。安心しました。 
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副読本が出た後に法改正されたということについては、ホームページで見られる

等、ありますか。 

 

基本的に、法律の改正については、いつ改正予定かということが分かりますので、

改正予定のものについては冊子に盛り込む等して、副読本は常に新しい法律に対応

するものになっております。おっと落とし穴の検討委員会には、弁護士や大学の民

法の教授に入っていただく等、常に新しい情報に更新していけるような体制となっ

ております。 

 

おっと落とし穴は岐阜県全部の高校生にいきわたっているということですが、先ほ

どの中学生版も県内全部の中学校に配るということですね。 

 

事業者目線でお話をさせていただきます。事業者側としてもお客様とのトラブルは

本当に避けたいものですが、ほんの少しの誤解から残念ながらトラブルに発展して

いくというケースもなくはないです。私どもの法律相談で弁護士の先生がいらっし

ゃっていますが、事業者側の相談の中でもお客様からの相談・クレーム関係の相談

があります。事業者側に対して、顧客に納得いただけるような営業活動であったり、

少しの誤解から悪質だなと捉えられない、巻き込まれないようなことを推進してい

かなければならないと考えています。そこで、事業者側に対して、どのように情報

提供をしていくかということについては、商工労働部と連携をとって取組をされて

いるのかお伺いしたいです。 

 

事業者の方からの相談については、個別に事業者指導係で相談を受け付け、どうい

った相談があったかをお聞きし、その対応について助言させていただいております

が、商工労働部との連携については、今のところできておりません。今後の課題だ

と思っています。 

 

中高生の消費者教育について、卒業すると一人暮らしが始まるという観点から、毎

日の生活に関わっているということで、食品表示の読み解き方も欲しいのではない

かと思います。食品表示には、今後の自分の健康に反映される重要な情報が満載さ

れており、入っているものの順番に並んでいることであったり、たんぱく質や糖質、

炭水化物の違い、食品添加物がどのように体に良くないのかを知ること、毎日食品

の選択をすることで社会を変えるということを学んでいくことも必要ではないか

と思います。そういった観点の情報も入れる予定があるのかお尋ねします。 

 

こちらの消費者教育副読本は消費者トラブルをメインにしていますので、食品表示

や栄養成分表示を入れることは予定しておりません。ただ、県では生活衛生課で栄

養成分表示の普及啓発の事業や食品安全の総合対策を行っています。こちらの副読

本にそこまで幅を広げるということは今のところ予定はしておりません。 

 

家庭科の中では中学でも高校でも食品に関しては結構やっておりまして、どちらか

というとこちらの消費分野が苦手な先生が非常に多いです。家庭科を教える先生

は、大学で家政学部を出ているか教育学部を出ています。家政学部を出ている人の

ほとんどが食品を専門にしているので、食に関しては得意な先生が多いですが、消



11 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

費生活の経済や経営といった部分を専門にしている人は非常に少ないです。そのた

め、法律のことがいっぱい出てきて分からないから、教科書を棒読みして終わって

しまうことが多いというのは結構問題だと思いますので、そこは押さえられている

と思います。 

三輪委員いかがでしょうか。教員を出す側としては。 

 

食については、食物領域がありまして、食品表示についても詳しく家庭科の中では

やっているのではないかと思われます。ただ、その辺りが身についているかどうか

というのは重要なことだと思いますが、生活に関わる家政学部では、ある程度大学

の中で教えていくというのはありますが、大学も様々な学部がありますから、大学

に入ってそういうことを学ばない人たちがかなり多いのではないかと思います。で

すので、高校レベルの段階でそういうところは押さえていかなければならないと思

います。あと、小中高、大学生についていろいろな資料を作っていただいておりま

すが、高校を卒業して社会人になって、消費者教育というのが事業所の中でどの程

度行われているのかということですね。全く教育機関から離れてしまうと、自ら学

ばないとなかなかそういう機会が少ないのではないでしょうか。 

 

市村委員、馬渕委員、足立委員からお伺いしたいのですが、事業者として、そうい

ったことを学べるような機会を持つことが可能なのかどうかということですね。 

 

事業者の意識にもよると思いますが、中小企業大学校でそういったことをテーマに

プログラムを組まれているのもありますし、様々なところで従業員の方を新卒から

何年までであるとか、中堅・管理職向け等のクラス分けをしてその中で研修のプロ

グラムを組み、取り組んでいるというのもあります。事業者の方が金を出して従業

員の方々を送り込んでくれるかというのもありますが、中小企業大学校はおおむね

定員数に対して受講者数はクリアされていますので、それなりにニーズはマッチン

グしていると思っています。 

 

会員には、小規模企業や零細企業等小さい会社が割と多いのですが、働いている

方々がコミュニケーション不足というか、お互いに話をしない、上司とも話をしな

いということをよく聞きます。お友達同士でも、同じ職場で働いていても必要のあ

ること以外はしゃべらないというような中で、ご家族で話をする機会があればよい

かもしれないですけど、全く一人で暮らしているにとっては、上司や友達と深く生

活に関わることをしゃべる機会がもっと雰囲気としてあることが大切ではないか

と思います。 

 

県では、消費生活出前講座を年間１５０回以上行っておりますが、新入社員等向け

の出前講座は２回しかできておりません。具体的には、関商工会議所とイビデンの

労働組合に消費生活相談員が出向いて、消費者トラブルの実例と対処法について、

先ほどご紹介した若者向け冊子を使って、出前講座を行いました。こういった出前

講座をあちこちでＰＲしておりますが、企業の新入社員向けというのは若干少ない

状況となっております。 

 

ぜひ馬渕委員、市村委員は出前講座があるということを紹介していただけるとよい

と思います。 
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ぜひやりましょう。 

 

足立委員はいかがですか。組合の中で消費者教育というのは実際ありますでしょう

か。 

 

会社的にはコンプライアンス重視ということで職場研修はありますが、消費者教育

の関係は全くないです。携帯から個人情報が盗まれるといったリスク事案に関する

研修はありますが、クーリング・オフ等については全くないですね。 

 

ぜひ大きな団体でいらっしゃいますので、古澤委員のところも含めてやっていただ

けるとよいと思います。 

 

基本計画・施策の中に皆さんの知恵と工夫が詰まって大変よいものに出来上がって

いると思いますが、それをどうやって消費者個人個人に分かってもらえるのか、伝

えていったらよいのかが重要だと思います。いろいろ出前講座をやっているにも関

わらず、詐欺やトラブルが多いです。 

また、若い方々に学んでおいてほしいと思うことがいっぱいあります。スマホの問

題も出てきていますので、ネットについて、便利なばかりでなく、危険性を伝えて

いただきたい。ちょっと違うかもしれませんが、最近女の子達がすごく活動的にな

って海外にも勉強に行きたいという子がいっぱいいます。女の子に、男性も必要か

と思いますが、ぜひ護身術を学んでほしいと思います。中学校から高校までの間に

何回か護身術を入れていただければと思っています。消費者として自立するために

はそういうことも必要だと思います。 

 

小学校向けのガイドブックでは、１３ページに防犯の項目があり、声かけや連れ去

りに対して、自分はどうやって身を守っていかなければならないかという内容も入

っていますので、そういった視点は重要だと思います。自分の身をお金も体も含め

て守るかということと危険性が理解できているかということですね。 

また、野村委員のおっしゃったどうやって伝えていくかというのは難しいところ

で、出前講座等を結構やっているのに毎日のように被害が出てくるというのはどう

なのでしょう。メディアの方からはどうですか。 

 

まさに前回、消費者被害が起きていることをどのようにして当事者に届けるかが課

題ですよねと申し上げました。難しいテーマだと思いますが、メディアとしても取

り組んでいこうと思います。 

関連するかもしれませんが、スマホはかなりこういうトラブルの中心となってくる

と危惧しておりまして、スマホはオールマイティーで、消費者行政ではくくれない

部分があるのをどうやって行政全体の中でやっていくのかというのは常に思って

います。スマホは違法情報、犯罪に結びつく部分もあれば、いじめにつながるよう

な部分もあります。今後、どんどん子どもたちの中に入り込んでくるなかで、消費

者教育目線は大切ですが、それにとどまらない部分を行政の縦割りの中でどう進め

ていくのか、出前授業等を行うときにどこまで幅を広げていくのか、スマホの相談

窓口をつくる等、垣根を越えた連携があるとより伝わるかなと思います。 

 



13 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

会長 

 

委員 

 

 

 

会長 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おっしゃる通りスマホに関しては、消費者トラブルだけでなく、情報モラルやいじ

めの問題等もあります。県では別の部署、私学振興・青少年課で情報モラル教育を

学校で行っていますが、連携が課題だと思います。そういったところを今後検討し

ていきたいと思っています。 

 

子どもたちにとっては同じことを聞くわけですから、モラルの話をするときも消費

者教育の話をして、消費者教育の話をするときもモラルの話をしていかないと、消

費者対策は消費者対策、モラルはモラルとなってしまうので、そこの連携は必要で

すね。ネットはキャッシュレスを含め、クレジットカードの問題が幼少期から起こ

っているということで、今後、重点的にやっていかなければならないと思っていま

す。メディアとしてはどうですか。 

 

記事として、月に１回くらし１１０番を掲載しています。 

 

スマホ関連はどうですか。 

 

くらし面で、例えば、スマホで写真を撮ると様々な情報が写真に保存されていると

いうこともなかなか知られていないことですので、自分の安易な行動で後から大変

なリターンを食らうということをもっと伝えなければならないと思っています。 

 

子ども向けの紙面でもお願いしたいですね。 

 

先ほど野村委員からご発言のあったどうやって伝えていくかということですが、県

では出前講座を年間１５０件以上行っているうち８割程度が高齢者向けの講座と

なっていまして、高齢者向けには寸劇を使って消費者トラブルを理解していただく

という取組を行い、高齢者向けに伝えるということをしています。今後、中高生向

けには、スマホ版のコンテンツを作って伝える努力をしていきたいと考えていま

す。 

 

寸劇をした内容について、笑って終わりではなくて、他の人と伝えあって自分が発

信できるようにするともっとよいと思います。また、スマホを使った教材は作るだ

けではなくて、中身のコンテンツを考えていかなければならないと思います。 

 

高齢者の被害が増えているということで、３１年度の重点事業にはなっていないで

すが、高齢者の消費者安全確保地域協議会を設置していくことが継続課題になって

いるかと思います。消費者ネットワーク岐阜では、先般、各務原市と懇談会を行い

ました。各務原市は、以前県のモデル地区になっていて、その時は高齢福祉と連携

して、協議会ができないか努力をされていたようですが、なかなかもう一山乗り越

えられないということを感じました。そこで、県の福祉部局と消費者部局が連携を

して、うまくいったという情報をどんどん市町村に流していくことで、市町村内で

連携がとれたり、地域協議会の設置に結びついたりすると思うので、あと一押し県

から助言や援助があると変わってくるのではないでしょうか。 

また、今後のスケジュールで、来年度３回審議会があるということでしたが、実態

調査をいつやって、審議会をいつやるのか分かれば教えてください。 
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見守りの件については、個別に市町村にお願いをしていて、各務原市にもお願いを

しているところです。今後も個別に働きかけをして、見守りネットワークの構築を

進めていきたいと思っています。 

実態調査については、４月・５月早々に着手して、１０月・１１月頃に結果が出せ

ると思っています。また、審議会については、例年８月と２月に行っておりますが、

追加で１２月に１回開催し、１２月の時点で実態調査の結果と指針の案をお諮りし

てご意見をいただきたいと考えています。 

 

以前、学校教育に関する議事の時に県教育委員会学校支援課の方が来ていました

が、この審議会の場に、高齢福祉の関係の方にオブザーバーという形でもかまわな

いので入ってもらうとよいと思います。県の審議会から変えていくとよいと思いま

した。 

実態調査は、５月に始めるとなると、調査内容を固めていかなければならないと思

います。また、調査にはお金も時間もかかるので、精査していただいて、なるほど

という結果が出るように考えていただけるとありがたいと思います。 

 

現在、調査項目を固めているのですが、大藪先生はあちこちでそういった調査をさ

れているということで、調査項目が出来上がりましたら、一度ご相談にお伺いして

もよろしいでしょうか。 

 

はい。言って変更してもらえるならぜひお願いします。また、分析の仕方等も聞い

てください。 

 

１０月１日より消費税増税、軽減税率導入ということで、事業者側としても混乱を

招かないように説明をしていこうと思っていますが、消費者から二重価格ではない

のか、価格がおかしいのではないのかといった話が出てくるかもしれませんので、

何卒よろしくお願いします。 

 

消費税増税については、消費生活相談センターで消費者からの相談に対応するとと

もに、消費者庁でそれに対応したポスターを作成していますので、県を経由して市

町村に周知をはかっていきます。 

 

弁護士会との協力ということで、消費者教育実施に向けた取組を重点に挙げていた

だいています。弁護士会としてはこれを充実したものにできるよう準備を進めてい

きます。どこかの場でこういった取組を報告させていただき、皆さんにご意見をい

ただきながらよりよいものにしていきたいと思いますので、お願いします。 

 

 

会長 

 

 

 

皆様、ご意見ありがとうございました。消費税増税のこと等、気になることがあり

ましたら事務局に連絡していただければと思います。 

それでは、本日の議事を終了させていただきます。進行を事務局にお返しします。 
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大藪会長ありがとうございました。委員の皆様にも多数のご意見をいただきありが

とうございました。 

これで、本日の審議会を終了します。 

 

 

 


